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１． 研究課題 
 本研究は、基礎自治体の範域をこえる広域圏を計画単位とする研究代表者の一連の理論的成果を

踏まえ、都市計画と農村計画を一元的に進め、広域連携の新たな担い手に、自治体と協働する民間

企業を想定するものである。特に、広域圏計画において自治体と協働可能な民間企業の候補として、

複数市町村を商圏として活動している地域密着型の中小規模の建設業を位置づけ、基礎自治体とは

異なる民間企業の特性を活かした広域圏計画における①「計画単位」②「計画主題」③「計画ガバ

ナンス」に着目した計画技術を軸とするフレームワークを構築する。加えて具体的なケーススタデ

ィ・エリアでのモデル計画案の策定と民間企業の参画による事業実施の可能性と採算性を検証し、

普遍的な理論へフィードバックする。 

 この発想は、研究代表者が、2017〜18 年度、経済産業省の「地域未来牽引企業の選定に係る有識

者委員会」に参加した経験が背景にある。「地域未来牽引企業」は地域内外の取引実態や雇用・売上

高を勘案し、地域経済のバリューチェーンの中心的な担い手として、現在、全国で 4,743 社（うち

378 社が建設業）社が選定されている。 

 地域密着型の建設業が公共サービスの市場化の役割を担い、公共施設の指定管理や各種 PFI 事業

へ参画する先進例も増えており、（県境を越える）広域の商圏で事業を複合化して展開することによ

るスケールメリットの実現も期待される。人口減少下において、建設業が業態の変更を模索する中

で、旧来のゼネコンの下請けや孫請けの地元の「土建」業から、複数の自治体と協働した「まちづ

くりマネジメント」業へ転換することが大いに期待できる。 

 

 

２． 主な研究成果 
本研究は、基礎、理論、実践応用の３つのレベルからなり、Step1 理論的仮説、Step2 実証分析、

Step3 FS 検証・実用的応用、Step4 理論化、Step5 政策化の 5段階で進める。全国レベルの調査と

ケーススタディを併用し、参画する民間企業を具体的に想定(以下、「地域密着型民間企業」とする)

してフィールドごとに３年間かけて理論と実践の間を往復する研究方法が特徴で、広域圏計画実践

への民間企業参画の可能性を理論と実践の両面から明らかにする。 

 2025 年度は、Step3 について草加市・越谷市を研究フィールドとして、機能(住宅・福祉・交通・

観光・防災)に着目した、地域密着型民間企業によるモデル広域圏計画案(まちづくり事業アイデア)

を検討した。 

 さらに、住宅と防災に関して、地域密着型民間企業による「公共的サービス」の提供に関する市

民の意向調査を WEB アンケートにて実施した。 

 

【モデル広域圏計画案の検討】 



2.1 想定されるモデル広域計画(まちづくり事業)のアイデアの頭出し 

 越谷市・草加市の行政計画や地域密着型民間企業の既存事業、現地まち歩き等を踏まえて、越谷

市・草加市 で想定されるモデル広域計画のまちづくり事業アイデアについて、「住宅」「産業」「文

化」「防災」「福祉」「交通」の 6つのテーマから合計 25 個の頭出しを行った。 

 

 

2.2 埼玉県ヒアリングの実施 

 前述の事業アイデア(頭出し)を精査するため、広域圏計画を所管する埼玉県都市整備部および埼

玉公園スタジアム課へヒアリングを実施した。 

 埼玉県都市整備部ヒアリングでは一つの機能に限定せず、多目的・多用途の視点を持つアイデア

が多い点について評価を得た。一方で、越谷市と草加市は都市計画区域が異なり、広域的に一体で

扱うには制度上の調整が必要との指摘があったが、河川や街道など共通の地理的・歴史的資源に着

目した広域連携の視点は妥当であり、意義があるとの評価を得た。 

 埼玉公園スタジアム課ヒアリングでは、Park-PFI については、河川空間の集客の難易度と洪水対

策の難しさに関して、実現可能性を高めるための改善が必要であるとの指摘があった。また、防災

公園については、洪水発生時に利用することを想定する際は、詳細なタイムラインの設計が必要で

あるとの指摘を受けた。 

 

 

2.3 モデル広域圏計画案の検討に関する研究成果(7 つのアイディア提案) 

 モデル広域圏計画案(まちづくり事業アイデア)の頭出しから、埼玉県ヒアリング等を踏まえ、下

記 7案に精査した。 

1) 古材活用 

 越谷市・草加市には、旧日光街道に象徴される歴史的な建造物が多く存在するが、空き家になっ 

たり、近代的な建物に建替えられるなど、地域特性が失われつつある。一方で、草加市ではリノベ

ーションまちづくりが、越谷市では地域密着型民間企業による蔵の保存・活用が行われるなどの動

きが見られることから、広域圏計画のテーマとして古材活用に着目し、アイディア提案を行った。 

 このアイディアでは、地域密着型民間企業による空き家相談窓口や棟下式を起点に古材回収ルー

トを確立し、DIY ラボやカフェで加工・販売を提案した。資源循環と地域の記憶継承(シビックプラ

イドの醸成)を図り、住民参加型の学び・収益モデルを創出。コミュニティ活性化と事業性を両立さ

せることを提案した。 

 

2) シニア向け住宅<住み開き> 

 越谷市・草加市では、少子化対策(子育て支援)や高齢化対策(地域包括ケア)が積極的に行われて

いるが、子どもの自立など人生の岐路で住まいを再検討する 50〜60 代前半のプレシニアに対する

アプローチが十分ではない。 

 そこで、地域密着型民間企業の既存のリフォーム事業を通じた自宅の改修による、住み開きを提

案した。自宅をまちに開くことで、プレシニアの孤独感の緩和や生きがいの創出を図り、ライフサ

ークル全体 の暮らしの充実を目指す提案を行った。 

 

3) シニア向け住宅<住み替え> 

 50〜60 代前半のプレシニアに対するアプローチとして、プレシニア向け賃貸住宅地を提案した。 

住居形態はシニア向けの平屋とし、居住サービスは導入可能なものの選択肢を提示する。また、働

き世代向けの分譲住宅地を同時に展開し、住宅地の多世代コミュニティの形成も可能にする。ター

ゲットは資産整理を考えているプレシニア(50〜60 代前半)で、現時点で介護を必要としないが、医



療施設や交通の便の良さを重視していると仮定した。 

 本提案によってシニアが安心して住み続けられる住環境を整えると共に、世代間のつながり・共

助関係の強化につながることが期待される。また、地域密着型民間企業の商圏内での住み替えを促

すことにより、人口流出の防止につながることが想定される。 

 

4) アプリ開発 

 日光街道や河川でつながっている越谷市・草加市の地域情報を共有するために、アプリを基盤に、

地域 SNS の作成を提案した。 

 地域 SNS の発展により、地域の隠れた魅力や何気ない日常を共有することでシビックプライドの

醸成につながることが期待される。地域密着型民間企業の既存顧客に加え、地域住民が利用可能な

アプリでターゲットを拡大し、地域コミュニティ形成を促す機能を追加する。地域共助を促す、よ

り地域密着のアプリ・SNS へ発展させることを提案した。 

 

5) 川沿いネットワーク型 PFI 

 草加・越谷市の自然資源である河川流域を活用し、産業・観光面での活性化を図るため、流域エ

リアを対象に Park-PFI 事業で歴史的資源や水辺のアクティビティを体験する空間および滞留空間

の整備を提案した。各拠点を線的につなぐことで賑わいを創出する。主体は鉄道会社を想定し、地

域密着型民間企業はその沿線開発を支える立ち位置の建設会社として参与することを計画した。河

川空間を線的に開発することにより、複数の商圏にまたがる開発につながり、結果的に面的な商圏

価値の向上につながることが期待される。 

 

6) 防災公園 

 Park-PFI 事業を活用し、越谷市・草加市の浸水エリアにある公園に垂直避難施設を整備すること

を提案した。地域住民の日常的な交流拠点になると同時に、地域密着型民間企業の分譲地住民主導

で地域住民と共に防災活動を行い、「共助コミュニティ」を形成する。これにより、地域全体で「防

災に強いまちづくり」モデルを実現する提案を行った。 

 本提案により洪水時の安全な垂直避難場所の確保になるだけでなく、地域全体の防災意識向上や

安心感向上など、広域に波及することが期待される。 

 

7) レインガーデン認証 

 浸水危険性の高い越谷市・草加市において、民間による課題解決として、地域密着型民間企業が

取り組んできたグリーンインフラ事業を拡大し、浸水性を高め、レインガーデンへと発展させるこ

とを提案した。認証制度によって地域へ面的に普及させることで、下水道負担軽減を始めとする地

域防災に貢献することが期待される。 

 本提案により、水害に弱い地域性ならではの取り組みが社会的関心を高め、他の民間企業では広

く取り組まれていないレインガーデン事業において先行的な立場を確立できる。また、レインガー

デンの普及が浸水に強い街づくりにつながり、住宅地全体の住まい価値を向上させるとともに、景

観協定に取り組む住宅地は中古価格が目減りしづらいとの声も踏まえ、長期的な資産価値の形成に

もつながることが期待される。 

 

 

2.4 アンケートによる住民意向調査の研究成果 

 具体的な機能(住宅・福祉・交通・観光・防災)に関するモデル広域圏計画案を検討する際に、地

域密着型民間企業の商圏、または 1 つの圏域(利根川水系中川・元荒川流域)において、防災(レイ 

ンガーデン)と老後の住まい(住み開き、住み替えなど)については、WEB アンケートを通して、 住



民の意識を把握し、モデル広域圏計画の可能性を探った。また、他地域の先進事例調査を行い、新

たなまちづくり事業アイデアの増補を図り、地域密着型民間企業参画によるモデル広域計画案を検

討した。 
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５． 研究活動の課題と展望 
本年度は、埼玉県越谷市・草加市をフィールドに地域密着型企業ならではのモデル計画を提案し、「公

共的サービス」の広域展開の可能性を追求した。 

来年度は、対象エリアを越谷市・草加市から広げ、春日部市、吉川市、松伏町、野田市、流山 市、松

戸市の中から新たな対象エリアを設定し、今回提示した 7つのまちづくり事業アイデアのブラッシュア

ップを図る。特に、レインガーデンとシニア向け住宅(住み開き、住み替え)に ついては、WEB アンケー

トの調査結果を分析し、実現可能性を探る。また、5 機能(住宅、福祉、交通、観光、防災)に関する新

たなまちづくり事業アイデアの増補を図り、民間企業参画によるモデル広域計画案を検討する。 

以上を通して、これまで基礎自治体が独占してきた公共サービスの提供主体に民間企業を加えること

によって、広域圏計画実践への民間企業参画の可能性を理論と実践の両面から明らかにしたうえで、政

策提言を行う。本研究の成果は、多くの自治会が抱える社会の構造的問題に対し、個別の自治体範域を

超えた「社会的空間の質的向上をめざした空間計画マネジメントシステム」に対して、抜本的改革に至

るための意義ある視座を構築することが期待される。 


